
◆主な財政数値

　※一般会計

４０７億円（１６年度４５７億円、△１０．９％）

　　　　　　（ただし⑯減税補てん債の借換４３億円を除くと、△１．７％）

２２１億円（１６年度２２１億円、前年度とほぼ同程度）

　※自主財源とは市税・使用料等市が自主的に収入しうる財源のこと。

６８．１％（１６年度６０．０％、８．１ポイント増）

　　　　　　（ただし⑯減税補てん債の借換を除くと、１．９ポイント増）

　※義務的経費とは人件費・扶助費・公債費の計で任意に削減できない経費のこと

５４．０％（１６年度５７．４％、△３．４ポイント）

　　　　　　（ただし⑯減税補てん債の借換を除くと、１．１ポイント増）

　※企業会計を含む全職員数の17年4月1日見込み

１,５４６人（１６年４月１日１,５６５人、△１９人）

　※一般会計と公共下水道会計の計の17年度末見込み

９３５億円（１６年度末見込み９６２億円、△２７億円）

　※普通会計の債務残高に対する標準財政規模の割合。17年度末見込み

２１０．５％（１６年度末見込み２１７．０％、△６．５ポイント）

　　　　　　（ただし減税補てん債等の特例債を除くと、１５３．８％）

　※全会計の計の17年度末見込み

５１億円（１６年度末見込み６５億円、△１４億円）
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